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2月6日の当社ファンドの基準価額下落について

2018年2月6日

◆ 市場の動向

5日のニューヨーク株式市場のダウ工業株30種平均（NYダウ）は急落し、前週末比1,175.21ドル安の
24,345.75ドル（▲4.60％）で取引を終えました。2日に発表された米雇用統計で、前年比の賃金上昇率が
リセッション（景気後退）終了後で最高となったことを受けて、利上げペースの加速に対する警戒感から
長期金利が上昇したことが嫌気され、NYダウは下落しました。5日は、前週の流れを受けて買い手が様
子見姿勢を強める中、プログラム売りが加速したことが下落幅を拡大する要因となりました。

外国為替市場では、世界規模での株式市場の下落を受けた投資家のリスク回避の動きを背景に、円
高・ドル安が進行しました。

米国で利上げペースが加速するとの警戒感から長期金利が上昇し株式市場が大きく下落したことを受
け、国内株式市場でもリスク回避の姿勢が強まり大幅な下落となりました。特に小型株が多い東証マ
ザーズなど新興市場の下落率が大きくなりました。

以上
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◆ ファンドの状況

協会分類の特殊型（ブル・ベア型）は除きます。

基準価額及び下落率　（前日比５％以上下落のファンド）

ファンド名 基準価額（円） 前日比（円） 下落率（％）

中小型株式オープン（ＳＭＡ専用）　　　　　　　　　　　　　　 46,639 -3,228 -6.47

中小型株式オープン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 20,327 -1,383 -6.37

ＳＭＴ　ＪＰＸ日経中小型株インデックス・オープン　　　　　　 11,150 -723 -6.09

ドル好感企業日本株オープン（米ドル投資型）　　　　　　　　　 9,400 -544 -5.47

ＳＭＴＡＭダウ・ジョーンズ　インデックスファンド　　　　　　 38,548 -2,208 -5.42

ＳＭＴＡＭ　ＮＹダウインデックスオープン　　　　　　　　　　 15,416 -883 -5.42

ＳＭＴ　ダウ・ジョーンズ　インデックス・オープン　　　　　　 17,975 -1,029 -5.41

次世代ファンド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 14,046 -769 -5.19

日本株式ＳＲＩファンド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10,005 -542 -5.14

ＤＣグッドカンパニー（社会的責任投資）　　　　　　　　　　　 18,248 -988 -5.14

ＳＲＩ・ジャパン・オープン　　　　　　　　　　　　　　　　　 11,172 -604 -5.13

社会的責任ファンド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 11,897 -640 -5.10

2018年2月6日

当社が運用する以下のファンドにつきましては、堅調な雇用統計を受けた米長期金利の上昇による米

国株式市場の大幅安、さらにリスク回避の動きからの円高･ドル安進行の影響も受けた国内株式市場

の急落により、2月6日の基準価額が大きく下落しました。ファンドの状況と基準価額下落の要因となりま

した市場動向について以下のとおりご報告いたします。
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【ご留意事項】
●当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが投資判断の参考となる情報提供を目的として作成したものであり、金融
商品取引法に基づく開示書類ではありません。

●ご購入のお申込みの際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
●投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動し
ます。したがって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆様に
帰属します。

●投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。また、
証券会社以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。

●当資料は信頼できると判断した各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありませ
ん。また、今後予告なく変更される場合があります。

●当資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆あるいは
保証するものではありません。

●当資料で使用している各指数に関する著作権等の知的財産権、その他の一切の権利はそれぞれの指数の開発元もしくは
公表元に帰属します。

[お申込みに際しての留意事項]

◎投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債など値動きのある有価証券等を投資対象とし投資元本が保証されていない

ため、当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により投資一単位当たりの価値が変動します。した
がってお客様のご投資された金額を下回ることもあります。
また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることか

ら、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資に当たっては投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書
面をよくご覧ください。

◎投資信託に係る費用について
ご投資いただくお客様には以下の費用をご負担いただきます。
■購入時に直接ご負担いただく費用 …… 購入時手数料 上限3.78％（税込）、信託財産留保額 上限0.1％
■換金時に直接ご負担いただく費用 …… 信託財産留保金 上限0.5％
■保有期間中に間接的にご負担いただく費用 …… 信託報酬 上限年率2.052％（税込、概算）
■その他費用 …… 上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。ただし、運用状況等により変動

するため、事前に料率、上限額等を示すことができません。

上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、上限額等を
事前に表示することができません。
詳細は投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等でご確認ください。

《ご注意》

上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきまし
ては、三井住友トラスト・アセットマネジメントが運用するすべての公募投資信託のうち、徴収する夫々の費用における最
高の料率（作成日現在）を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、夫々の投資信託により異なりますので、ご
投資をされる際には、事前によく投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面をご覧ください。

当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではなく、

証券取引の勧誘を目的としたものでもありません。
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